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令和八年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し

適用すべき措置の指定見込みについて 

 
 

 

 

 

令和八年熊本地震による災害については、人的被害、住家被害の程度が多数であるととも

に、未だ多くの被災者の皆様が避難生活を余儀なくされ、被災地域全体の日常生活や業務環

境に多大な支障が生じている状況のため、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図る

ための特別措置に関する法律」に基づく特定非常災害に指定し、別紙の措置を適用する見込

みとなりましたので、お知らせいたします。 

今後は、特定非常災害として指定する政令の制定に向けた手続を進めてまいります。 

 

 

 

 

本件問合せ先 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
参事官（復旧・復興担当）付  齋藤、阿部、竹内 
ＴＥＬ：03-5253-2111（代表、内線 51401） 03-3593-2847（直通） 



 

 

令和八年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対

し適用すべき措置の指定見込みについて 

 

１．特定非常災害の指定（見込み） 

特定非常災害    令和八年熊本地震による災害（仮称） 

特定非常災害発生日 令和８年７月２８日 

 

 

２．適用措置の指定（見込み） 

①行政上の権利利益に係る満了日の延長（法第３条）（※６か月以内で政令で定める期日） 

 運転免許証のような有効期間がある許認可等の行政上の権利利益について、更新等のために

必要な手続をとれない場合があることを考慮して、許認可等に係る有効期間を一定程度延長す

ることができることとする 

  

②期限内に履行されなかった行政上の義務の履行の免責（法第４条） 

（※４か月以内で政令で定める期日） 

薬局の休廃止等の届出のような履行期限のある法令上の義務が、特定非常災害により本来の

履行期限までに履行されなかった場合であっても、一定の期限までに履行された場合には、行

政上及び刑事上の責任を問われないこととする 

 

③法人の破産手続開始の決定の一定期間の留保（法第５条）（※２年以内で政令で定める期日） 

債務超過となった法人に対しては、法人が清算中である場合、法人が支払不能である場合及

び法人が破産の申立てをした場合を除き、特定非常災害が発生した日から起算して２年を超え

ない範囲内において政令で定める日までの間、破産手続開始の決定をすることができないこと

とする 

 

④相続の承認又は放棄をすべき日の延長（法第６条）（※１年以内で政令で定める期日） 

避難又は住所を移転することを余儀なくされた地区に住所を有していた相続人の相続の承認

又は放棄に係る期間を一定程度延長することができることとする 

 

⑤民事調停法による調停の申立ての手数料の特例に関する措置（法第７条） 

（※３年以内で政令で定める期日） 

特定非常災害に起因する民事紛争について、民事調停法（昭和26年法律第222号）による調停

の申立てをする場合の申立手数料を、民事訴訟費用等に関する法律（昭和46年法律第40号）第

３条第１項の規定にかかわらず、政令が指定する地区及び期間において免除する 

 

 

 

（別紙） 



特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための
特別措置に関する法律（Ｈ8法律第85号）の概要

「著しく異常かつ激甚な非常災害」とは？
次の事項等の諸要因を総合的に勘案

①死者･行方不明者、負傷者、避難者等の多数発生
②住宅の倒壊等の多数発生
③交通やライフラインの広範囲にわたる途絶
④地域全体の日常業務や業務環境の破壊
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政令で指定

適用すべき措置の内容
①行政上の権利利益に係る満了日の延長（法第３条）：６か月以内

（例：運転免許証（道交法95条の６））

②期限内に履行されなかった義務に係る免責（法第４条）：４か月以内

（例：薬局の休廃止等の届出義務（医薬品医療機器等法10条））

③債務超過を理由とする法人の破産手続開始の時期の後ろ倒し（法第５条）：２年以内

④相続の承認又は放棄をすべき期間の伸長（法第６条）：１年以内
：

⑤民事調停法による調停の申立ての手数料の納付免除（法第７条）：３年以内


